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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．当社は、第25期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

５．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第24期及び第25期中間会計期間は新株予約

権残高が存在しますが、当社株式は非上場でありますので、記載しておりません。 

６．平均臨時雇用者数につきましては、従業員数の100分の10未満のため、記載を省略しております。 

７．当社は平成17年５月20日付で株式１株を10株に分割する株式分割を行っております。 

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期 

会計期間 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
10月１日 

至平成19年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
９月30日 

売上高 (千円) － 855,859 1,010,386 1,513,445 1,845,783 

経常利益 (千円) － 161,850 153,636 288,085 343,704 

中間（当期）純利益 (千円) － 94,178 87,041 170,090 198,160 

持分法を適用した場合の

投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) － 202,560 484,260 202,560 482,460 

発行済株式総数 (千株) － 2,700 3,249 2,700 3,243 

純資産額 (千円) － 1,006,602 1,820,575 938,913 1,762,194 

総資産額 (千円) － 2,402,616 3,078,537 2,182,521 3,011,334 

１株当たり純資産額 (円) － 372.82 560.35 347.75 543.38 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
(円) － 34.88 26.80 64.14 68.47 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
(円) － － 26.57 － 67.49 

１株当たり配当額 (円) － － － 10.00 10.00 

自己資本比率 (％) － 41.90 59.14 43.02 58.52 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － 42,386 18,534 428,242 299,548 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － △171,690 △175,192 △419,974 △427,814 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － 97,265 △8,111 28,620 527,859 

現金及び現金同等物の中

間期末(期末)残高 
(千円) － 136,728 403,591 168,766 568,360 

従業員数 (人) － 87 95 83 93 
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２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．臨時従業員につきましては、従業員数の100分の10未満であるため、平均臨時従業員数の記載を省略してお

ります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 95 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間における日本経済は、好調な企業収益を背景に、民間設備投資の増加とともに雇用情勢にも改善

が見られ、個人消費は力強さに欠けるものの景気は引き続き緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 このような状況の中、当中間会計期間においては、当社の二本柱である学園ソリューション事業とウェルネスソ

リューション事業を中心に、当初計画を上回る売上、経常利益をあげることができました。 

 学園ソリューション事業においては、主力商品である『キャンパスプラン.NET Framework』が引き続き多くの学

園からご好評を頂き、成蹊大学・日本女子大学等の大規模大学をはじめ、新たに22大学、高校等へ納品を行い、順

調に売上を伸ばし、業績に大きく貢献いたしました。 

 ウェルネスソリューション事業においては、中高年齢層による健康志向への高まりを背景に、フィットネスクラ

ブの業務支援システムや個々の会員へ健康管理情報等を提供するＷｅｂサービス等、当社の『ＨＥＬＬＯ』システ

ムがフィットネスクラブや小規模スポーツジムを中心に引き続き高い評価を得て、業績を伸ばすことができまし

た。 

 この他、福祉ソリューション事業においては、介護予防制度に対応した新製品『e‐すまいる 高齢者福祉／障

害者福祉』を平成18年12月にリリースし、現在、積極的に営業展開を行っております。なお、流通ソリューション

事業及びエンジニアリング事業においては、ともにパッケージソフトの開発に重点を置いた期間となりました。 

 この結果、当中間会計期間の業績につきましては、売上高1,010,386千円（前年同期比18.1％増）、営業利益

157,645千円（同6.2％減）、経常利益153,636千円（同5.1％減）、中間純利益87,041千円（同7.6％減）となりま

した。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税引前中間純利益による資金の増加、

ソフトウェア償却費等による資金の増加があったものの、販売目的ソフトウェアの増加、売上債権の増加、法人税

等の支払等による資金の減少の結果、前事業年度末に比べ164,768千円資金が減少（前年同期は32,037千円の資金

減少）し、当中間会計期間末の残高は403,591千円となっております。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間会計期間の営業活動の結果、得られた資金は18,534千円（前年同期は42,386千円の資金増加）でありま

す。これは、売上債権の増加127,043千円及び法人税等の支払額99,346千円等による資金の減少がありました

が、税引前中間純利益150,950千円及びソフトウェア償却費127,148千円等により資金が増加したためでありま

す。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間会計期間の投資活動の結果、使用した資金は175,192千円（前年同期は171,690千円の資金減少）であり

ます。これは、販売目的ソフトウェアが161,240千円増加したことが主な要因であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間会計期間の財務活動の結果、使用した資金は8,111千円（前年同期は97,265千円の資金増加）でありま

す。これは、長期借入金の借入による収入100,000千円等による資金の増加があったものの、長期借入金の返済

による支出79,742千円及び配当金の支払い31,728千円により資金が減少したためであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

生産高（千円）  前年同期比（％） 

学園ソリューション事業 537,643 122.9 

ウェルネスソリューション事業 38,544 57.2 

福祉ソリューション事業 17,500 － 

流通ソリューション事業 4,114 － 

エンジニアリング事業 10,052 45.3 

合計 607,854 115.3 

事業 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

商品仕入高（千円）  前年同期比（％） 

学園ソリューション事業 20,114 48.3 

ウェルネスソリューション事業 83,445 112.9 

福祉ソリューション事業 3,338 65.2 

流通ソリューション事業 20,659 221.6 

エンジニアリング事業 － － 

合計 127,557 98.1 
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(3）受注状況 

 当中間会計期間の受注状況を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前中間会計期間及び当中間会計期間において、総販売実績に対する割合が100分の10未満の販売先について

は、記載を省略しております。 

事業 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

学園ソリューション事業 644,649 140.6 449,096 129.5 

ウェルネスソリューション事業 189,050 86.2 140,781 102.6 

福祉ソリューション事業 3,587 59.7 6,598 93.3 

流通ソリューション事業 2,339 3.0 36,075 25.9 

エンジニアリング事業 32,008 77.2 49,235 99.1 

合計 871,635 108.6 681,786 100.3 

事業 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

販売高（千円）  前年同期比（％） 

学園ソリューション事業 710,598 136.2 

ウェルネスソリューション事業 219,861 107.6 

福祉ソリューション事業 21,756 320.3 

流通ソリューション事業 26,964 35.0 

エンジニアリング事業 31,205 68.0 

合計 1,010,386 118.1 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

東日本電信電話株式会社 － － 155,579 15.4 

株式会社カーブスジャパン － － 108,669 10.8 

ダイヤモンドレンタルシステム

株式会社 
104,333 12.2 － － 
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３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において新たに発生した対処すべき課題は、次のとおりであります。 

Ｗｅｂシステムの拡充 

 近年、我が国におけるインターネットとその基盤となる高速インフラ普及に伴ってＷｅｂ需要が飛躍的に拡大し、

中でもＷｅｂシステムへのニーズが急伸しております。これは、ユーザの情報化システムへの期待がコスト削減や省

力化のレベルから、事業変革、業績の向上、顧客の拡大等へと進化したことにも因ります。 

 当社では、こうした顧客ニーズに応えるため、学園ソリューション事業等にて、従来から多種のＷｅｂシステムを

開発、販売しており、好評を博しております。そこで、今後のますますの需要拡大に向けて、学園ソリューション事

業を中心に培ったＷｅｂシステムの構築ノウハウならびに、リソースを全社的に活用し、全事業部門においてＷｅｂ

パッケージ製品のさらなる拡充と拡販に向けて注力していくことが重要と考えております。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 ソフトウェア開発業務に関連する調査研究は継続して行っておりますが、特別の研究開発費を投じての活動は行っ

ておりません。 

 営業活動及びソフトウェア開発活動を通じて、ノウハウの蓄積及び開発環境の合理化を進めており、次の開発活動

に活かしております。 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年６月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成16年９月27日開催の臨時株主総会決議及び平成17年５月16日開催の取締役会決議に基づく、新株予約権の発行 

 （注）１．① 当社株式が株式市場に上場した場合に行使できるものとする。 

② 新株予約権の行使時に、新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という）が当社または子会社の

取締役、監査役、執行役員または使用人の何れかの地位を有していることを要する。 

③ ②にかかわらず、対象者が権利行使期間開始後に死亡した場合、対象者の相続人は新株予約権を行使す

ることができる。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 8,000,000 

計 8,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月22日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 3,249,000 3,249,000 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
－ 

計 3,249,000 3,249,000 － － 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 9,300 9,300 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 93,000 93,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 560 560 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年９月28日 

至 平成26年９月27日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）（注）３ 

発行価格  560 

資本組入額 300 

発行価格  560 

資本組入額 300 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他の処分

はできない 
同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 
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２．権利付与日後に当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、株式の分割又は併合した場合で、行

使価額の調整を行った場合、本新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整される。 

なお、計算の結果、１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

３．行使価額は、権利付与日後に当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合には、次の算式により調

整される。 

（コンバージョン・プライス方式） 

また、行使価額は、株式の分割または併合の場合にも適宜調整される。ただし、行使価額は、当社普通株式

を適法に発行するために必要な最低金額を下回らないものとし、かつ、調整の結果生じる１円未満の端数は

切り上げる。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）新株予約権（ストックオプション）の権利行使によるものであります。 

調整後株式数 ＝ 
調整前株式数 × １株当たり調整前行使価額 

１株当たり調整後行使価額 

調整後行使価額 ＝ 
既発行株式数 × 調整前行使価額 ＋ 新発行株式数 × １株当たり払込金額 

既発行株式数  ＋  新発行株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金 
増減額 
（千円） 

資本金 
残高 

（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

 平成18年10月１日～ 

 平成19年３月31日

（注） 

6,000 3,249,000 1,800 484,260 1,560 619,313 
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(5）【大株主の状況】 

 （注）１．平成19年１月１日付で、当社の主要株主であったウッドランド株式会社とフューチャーシステムコンサルテ

ィング株式会社が合併し、存続会社であるフューチャーシステムコンサルティング株式会社はフューチャー

アーキテクト株式会社に商号変更いたしました。 

これにより、ウッドランド株式会社が主要株主でなくなるとともに、フューチャーアーキテクト株式会社が

新たに主要株主となりました。 

２．上記の日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、

151,700株であります。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

堂山 道生  京都市上京区 566,400 17.4 

フューチャーアーキテクト
株式会社 

 東京都品川区大崎１丁目２番２号 425,000 13.1 

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社 

 東京都中央区晴海１丁目８番11号 179,700 5.5 

堂山 達子  京都市上京区 100,000 3.1 

株式会社滋賀銀行  滋賀県大津市浜町１番38号 100,000 3.1 

大阪証券金融株式会社  大阪市中央区北浜２丁目４番６号 79,600 2.4 

クレジット スイス ファー
スト ボストン ヨーロッ
パ ピービー セク アイエ
ヌティ ノントリーティ ク
ライエント 
(常任代理人 シティバン
ク・エヌ・エイ 東京支店) 

 ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ,UK 
 (東京都品川区東品川２丁目３番14号) 

62,000 1.9 

ジャフコＶ1-Ｂ号投資事業
有限責任組合 
無限責任組合員株式会社ジ
ャフコ 

 東京都千代田区丸の内１丁目８番２号 50,000 1.5 

株式会社京都銀行 
 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700 
 番地 

50,000 1.5 

井ノ本 登司  滋賀県大津市 30,400 0.9 

計 － 1,643,100 50.6 
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(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,248,700 32,487 － 

単元未満株式  普通株式    300 － － 

発行済株式総数 3,249,000 － － 

総株主の議決権 － 32,487 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 940 850 916 875 842 747 

最低（円） 790 772 785 778 707 653 
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第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の中間財務諸表について、清友監査法人に

よる中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 
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【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   136,728   403,591 568,360   

２．売掛金   589,677   713,218 584,372   

３．たな卸資産   8,242   85,961 34,346   

４．繰延税金資産   13,221   14,511 23,898   

５．その他   7,551   8,160 20,511   

貸倒引当金   △909   △1,640 △2,955   

流動資産合計     754,512 31.4 1,223,802 39.8   1,228,533 40.8

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※1,2         

１．建物   276,731   257,962 267,367   

２．土地   517,192   517,192 517,192   

３．その他   12,194   16,472 18,249   

有形固定資産合
計 

  806,118   791,627 802,809   

(2）無形固定資産           

１．ソフトウェア   256,538   535,725 237,895   

２．ソフトウェア
仮勘定 

  460,131   373,995 604,025   

３．その他   2,080   2,080 2,080   

無形固定資産合
計 

  718,750   911,801 844,001   

(3）投資その他の資
産 

          

１．投資有価証券   8,201   8,792 7,504   

２．繰延税金資産   30,532   41,707 38,509   

３．その他   84,501   103,997 89,976   

貸倒引当金   －   △3,192 －   

投資その他の資
産合計 

  123,234   151,305 135,989   

固定資産合計     1,648,104 68.6 1,854,734 60.2   1,782,800 59.2

資産合計     2,402,616 100.0 3,078,537 100.0   3,011,334 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   96,593   152,481 104,102   

２．短期借入金   300,000   － －   

３．１年以内返済予
定の長期借入金 

※２ 47,517   70,054 51,754   

４．１年以内償還予
定の社債 

  100,000   － －   

５．未払法人税等   64,338   60,912 102,258   

６．その他 ※３ 89,079   89,700 113,598   

流動負債合計     697,529 29.0 373,148 12.1   371,713 12.4

Ⅱ 固定負債           

１．社債   100,000   300,000 300,000   

２．長期借入金 ※２ 511,251   487,187 485,229   

３．退職給付引当金   43,025   48,731 46,345   

４．役員退職慰労引
当金 

  44,177   48,895 45,822   

５．その他   30   － 30   

固定負債合計     698,484 29.1 884,813 28.8   877,426 29.1

負債合計     1,396,013 58.1 1,257,962 40.9   1,249,140 41.5

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     202,560 8.4 － －   － 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   245,273   － －   

資本剰余金合計     245,273 10.2 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金           

１．任意積立金   8,000   － －   

２．中間（当期）未
処分利益 

  548,810   － －   

利益剰余金合計     556,810 23.2 － －   － －

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    1,958 0.1 － －   － －

資本合計     1,006,602 41.9 － －   － －

負債資本合計     2,402,616 100.0 － －   － － 
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前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     － － 484,260 15.7   482,460 16.0

２．資本剰余金           

(1）資本準備金   －   619,313 617,753   

資本剰余金合計     － － 619,313 20.1   617,753 20.5

３．利益剰余金           

(1）その他利益剰余
金 

          

別途積立金   －   8,000 8,000   

繰越利益剰余金   －   707,403 652,791   

利益剰余金合計     － － 715,403 23.3   660,791 22.0

株主資本合計     － － 1,818,977 59.1   1,761,005 58.5

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    － － 1,597 0.0   1,188 0.0

評価・換算差額等合
計 

    － － 1,597 0.0   1,188 0.0

純資産合計     － － 1,820,575 59.1   1,762,194 58.5

負債純資産合計     － － 3,078,537 100.0   3,011,334 100.0
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②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     855,859 100.0 1,010,386 100.0   1,845,783 100.0 

Ⅱ 売上原価     399,835 46.7 561,602 55.6   892,815 48.4

売上総利益     456,023 53.3 448,784 44.4   952,968 51.6

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    288,013 33.7 291,139 28.8   594,826 32.2

営業利益     168,009 19.6 157,645 15.6   358,141 19.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,670 0.2 3,126 0.3   6,648 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   7,830 0.9 7,135 0.7   21,086 1.2

経常利益     161,850 18.9 153,636 15.2   343,704 18.6

Ⅵ 特別利益     － － － －   － －

Ⅶ 特別損失 ※３   1,372 0.1 2,685 0.3   1,372 0.1

税引前中間（当
期）純利益 

    160,478 18.8 150,950 14.9   342,332 18.5

法人税、住民税
及び事業税 

  62,000   58,000 158,000   

法人税等調整額   4,299 66,299 7.8 5,908 63,908 6.3 △13,828 144,171 7.8

中間（当期）純
利益 

    94,178 11.0 87,041 8.6   198,160 10.7

前期繰越利益     454,631 －   － 

中間（当期）未
処分利益 

    548,810 －   － 
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③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本  評価・換算差額等 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 

その他有

価証券評

価差額金 

評価・換

算差額等

合計 

資本 
準備金 

資本剰余
金合計 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途 

積立金 
繰越利益
剰余金 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

482,460 617,753 617,753 8,000 652,791 660,791 1,761,005 1,188 1,188 1,762,194 

中間会計期間中の変動額                    

新株の発行 1,800 1,560 1,560       3,360     3,360 

剰余金の配当         △32,430 △32,430 △32,430     △32,430 

中間純利益         87,041 87,041 87,041     87,041 

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

              409 409 409 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

1,800 1,560 1,560 － 54,611 54,611 57,971 409 409 58,380 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

484,260 619,313 619,313 8,000 707,403 715,403 1,818,977 1,597 1,597 1,820,575 

 

株主資本  評価・換算差額等 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 

その他有

価証券評

価差額金 

評価・換

算差額等

合計 

資本 
準備金 

資本剰余
金合計 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途 

積立金 
繰越利益
剰余金 

平成17年９月30日 残高 
（千円） 

202,560 245,273 245,273 8,000 481,631 489,631 937,465 1,447 1,447 938,913 

事業年度中の変動額                    

新株の発行 279,900 372,480 372,480       652,380     652,380 

剰余金の配当         △27,000 △27,000 △27,000     △27,000 

当期純利益         198,160 198,160 198,160     198,160 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

              △259 △259 △259 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

279,900 372,480 372,480 － 171,160 171,160 823,540 △259 △259 823,281 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

482,460 617,753 617,753 8,000 652,791 660,791 1,761,005 1,188 1,188 1,762,194 
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前中間（当期）純
利益 

 160,478 150,950 342,332

減価償却費  12,140 14,197 31,270

ソフトウェア償却費  93,210 127,148 203,499

貸倒引当金の増加額  50 1,876 2,096

退職給付引当金の増加
額 

 3,532 2,386 6,851

役員退職慰労引当金の
増加額 

 2,387 3,072 4,032

受取利息及び配当金  △25 △43 △64

支払利息  7,830 6,716 14,180

売上債権の増加額  △219,403 △127,043 △211,711

たな卸資産の（減少）
増加額 

 9,153 △51,614 △16,950

仕入債務の増加額  36,893 13,945 35,979

未払金の（減少）増加
額 

 13,262 △5,680 16,341

その他  △224 △11,439 11,534

小計  119,285 124,472 439,393

利息及び配当金の受取
額 

 25 43 64

利息の支払額  △7,865 △6,635 △12,770

法人税等の支払額  △69,058 △99,346 △127,138

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 42,386 18,534 299,548
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前中間会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △2,446 △4,927 △15,732

販売目的ソフトウェア
の増加額 

 △171,837 △161,240 △401,728

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △600 △599 △1,200

保険積立金の積立によ
る支出 

 △310 △370 △20,972

保険積立金の解約によ
る収入 

 3,341 6,530 11,660

その他  164 △14,584 158

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △171,690 △175,192 △427,814

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の借入（返
済）による収入（支
出） 

 250,000 － △50,000

長期借入金の借入によ
る収入 

 － 100,000 110,000

長期借入金の返済によ
る支出 

 △25,734 △79,742 △157,520

社債の発行による収入  － － 200,000

社債の償還による支出  △100,000 － △200,000

株式の発行による収入  － 3,360 652,380

配当金の支払額  △27,000 △31,728 △27,000

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 97,265 △8,111 527,859

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加（減少）額 

 △32,037 △164,768 399,593

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 168,766 568,360 168,766

Ⅵ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

※ 136,728 403,591 568,360
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

 時価のある有価証券につい

ては中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっておりま

す。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

 時価のある有価証券につい

ては中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっておりま

す。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

 時価のある有価証券につい

ては決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）によっております。 

  (2）たな卸資産 

商品 

 先入先出法による原価法に

よっております。 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

  仕掛品 

 個別法による原価法によっ

ております。 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法によってお

ります。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。但

し、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

建物     ８～45年 

構築物    20年 

車両運搬具  ６年 

工具器具備品 ４～８年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 市場販売目的のソフトウェア

については、見込販売期間（３

年以内）における見込販売数量

に基づく償却費と販売可能な残

存期間に基づく均等償却額を比

較しいずれか大きい額を計上す

る方法によっております。 

 自社利用ソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 均等償却によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務

指針（会計制度委員会報告第13

号）に定める簡便法により、自

己都合退職による中間期末要支

給額の100％を計上しておりま

す。 

(2）退職給付引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務

指針（会計制度委員会報告第13

号）に定める簡便法により、自

己都合退職による期末要支給額

の100％を計上しております。 

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金に充てるた

め、役員退職慰労金規程に基づ

き計算した中間期末要支給額を

計上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金に充てるた

め、役員退職慰労金規程に基づ

き計算した期末要支給額を計上

しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

（固定資産の減損に係る基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日））を適用しております。

これによる損益への影響はありませ

ん。 

───── （固定資産の減損に係る基準）  

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日）及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月

31日））を適用しております。これ

による損益への影響はありません。  

───── ───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,762,194千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。  

前中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前事業年度末 
（平成18年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

144,886千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

152,603千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

161,052千円 

※２ 担保資産及び担保付負債 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付負債 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付負債 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物 269,673千円

土地 494,054 

その他 1,324 

計 765,052 

建物 252,863千円

土地 494,054 

その他 1,180 

計 748,098 

建物 260,690千円

土地 494,054 

その他 1,248 

計 755,993 

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

長期借入金 525,825千円 長期借入金 533,382千円 長期借入金 506,566千円

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

───── 
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（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の当中間会計期間増加株式数6,000株は、新株予約権の権利行使による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

      該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

       該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

保険解約返戻金 1,317千円 保険解約返戻金 2,698千円 保険解約返戻金 4,901千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 6,746千円

社債利息 1,083 

支払利息 4,633千円

社債利息 2,082 

支払利息 11,750千円

社債利息 2,430 

※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの 

過年度売上値引 1,372千円 固定資産除却損 2,685千円 過年度売上値引 1,372千円

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 12,123千円

無形固定資産 93,635 

有形固定資産 13,109千円

無形固定資産 128,236 

有形固定資産 28,288千円

無形固定資産 206,481 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注） 3,243,000 6,000 － 3,249,000 

合計 3,243,000 6,000 － 3,249,000 

自己株式         

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年12月22日 

定時株主総会 
普通株式 32,430千円 利益剰余金 10円 平成18年９月30日 平成18年12月25日
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前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の当事業年度増加株式数543,000株は、公募増資による増加450,000株、新株予約権の権利行使による増

加93,000株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

      該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度 
増加株式数（株） 

当事業年度 
減少株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注） 2,700,000 543,000 － 3,243,000 

合計 2,700,000 543,000 － 3,243,000 

自己株式         

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成17年12月８日 

定時株主総会 
普通株式 27,000千円 10円 平成17年９月30日 平成17年12月８日 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年12月22日 

定時株主総会 
普通株式 32,430千円 利益剰余金 10円 平成18年９月30日 平成18年12月25日

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） （平成18年９月30日現在） 

（千円） （千円） （千円） 

現金及び預金勘定 136,728

現金及び預金同等物 136,728

現金及び預金勘定 403,591

現金及び預金同等物 403,591

現金及び預金勘定 568,360

現金及び預金同等物 568,360
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（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前事業年度末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

 当中間会計期間に付与したストック・オプションがないため、該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

  

 事業の内容に照らして重要性が乏しく、か

つ、契約１件当たりのリース料総額も３百万

円を超えるものがないため、記載を省略して

おります。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

  

同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

  

同左 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 4,904 8,201 3,296 

合計 4,904 8,201 3,296 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 6,103 8,792 2,688 

合計 6,103 8,792 2,688 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 5,504 7,504 1,999 

合計 5,504 7,504 1,999 
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前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

  平成17年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

当社の取締役    ５名 

当社の監査役    １名 

当社の従業員    63名 

ストック・オプション数（注） 普通株式   200,000株 

付与日 平成17年５月16日 

権利確定条件 

  新株予約権の行使時に、新株予約権の割当を受けた者

（以下「対象者」という）が当社または子会社の取締役、

監査役、執行役員または使用人の何れかの地位を有してい

ることを要する。 

 なお、対象者が権利行使期間開始後に死亡した場合、対

象者の相続人は新株予約権を行使することができる。 

対象勤務期間  該当事項はありません。 

権利行使期間 
 自 平成18年９月28日 

至 平成26年９月27日 

  平成17年付与ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前事業年度末 200,000 

付与 － 

失効 8,000 

権利確定 192,000 

未確定残 － 

権利確定後      （株）   

前事業年度末 － 

権利確定 192,000 

権利行使 93,000 

失効 － 

未行使残 99,000 

  平成17年付与ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 560 

行使時平均株価     （円） 949 

公正な評価単価（付与日）（円） － 
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（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 372.82円

１株当たり中間純利益金額 34.88円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上

場でありますので、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 560.35円

１株当たり中間純利益金額 26.80円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益金額 

  

  

  

  

 

26.57円

 

 

 

 

１株当たり純資産額 543.38円

１株当たり当期純利益金額 68.47円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 

  

  

  

  

 

67.49円

 

 

 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日)

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間（当期）純利益（千円） 94,178 87,041 198,160 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － － 

 普通株式に係る中間（当期）純利益 

 （千円） 
94,178 87,041 198,160 

 期中平均株式数（千株） 2,700 3,247 2,894 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
      

 中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

 普通株式増加数（千株） － 28 42 

 （うち新株予約権） － 28 42 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権（新株予約

権の数19,700個）。こ

れらの詳細は「第４提

出会社の状況、１株式

等の状況、（2）新株

予約権等の状況」に記

載のとおりでありま

す。 

－ － 
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（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 平成18年３月29日及び平成18年４月10日開

催の取締役会において、下記のとおり新株式

の発行を決議し、平成18年４月26日に払込が

完了いたしました。 

 この結果、平成18年４月26日付で資本金は

454,560千円、発行済株式総数は3,150,000株

となっております。 

───── ───── 

① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング

方式による募集) 

② 発行する株式の

種類及び数 

：普通株式 450,000株 

③ 発行価格 ：１株につき 1,450円 

④ 引受価額 ：１株につき 1,334円 

この価額は当社が引受人より１株当たり

の新株式払込金として受取った金額であ

ります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総

額は、引受人の手取金となります。 

⑤ 発行価額 ：１株につき 1,105円 

⑥ 資本組入額 ：１株につき  560円 

⑦ 発行価額の総額 ：497,250千円 

⑧ 払込金額の総額 ：600,300千円 

⑨ 資本組入額の総

額 

：252,000千円 

⑩ 払込期日 ：平成18年４月26日 

⑪ 配当起算日 ：平成18年４月１日 

⑫ 資金の使途 ：開発資金等 
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第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第25期）（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月22日近畿財務局長に提出。

(2）臨時報告書 

  平成19年６月14日近畿財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年６月15日  

株式会社 システムディ      

  取締役会 御中  

  清友監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 平岡 彰信  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田口 邦宏  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社システムディの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第25期事業年度の中間会計期間（平成17年10月１日から

平成18年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社システムディの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年10月

１日から平成18年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年６月22日  

株式会社 システムディ      

  取締役会 御中  

  清友監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 平岡 彰信  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田口 邦宏  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社システムディの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第26期事業年度の中間会計期間（平成18年10月１日から

平成19年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社システムディの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年10月１

日から平成19年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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